
豊田市公的病院運営費補助金交付要綱  

 

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、市内にある公的病院の運営に対する補助金の交

付に関し、必要な事項を定めるものとする｡  

（定義）  

第２条  この要綱において「公的病院」とは、医療法第３１条に規定する公的医療機

関の開設者（昭和２６年８月２２日厚生省告示第１６７号）第５号に掲げる者が開

設する医療機関をいう｡ 

（補助金の交付目的）  

第３条  この補助金は、市内にある公的病院の運営に要する費用の一部を補助するこ

とにより、市内における医療体制を強化し、もって市民の健康の増進と福祉の向上

を図ることを目的とする｡ 

（補助事業者）  

第４条  補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、市内において公的

病院を開設している者のうち、次の要件を全て満たす者とする。  

（１）法人等 (法人若しくは団体又は個人をいう。以下同じ。 )の役員等 (法人にあって

は非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては

法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及

び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。 )に暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律 (平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 6 号に規定する暴力団

員(以下「暴力団員」という。 )又は暴力団員ではないが同条第 2 号に規定する暴

力団 (以下「暴力団」という。 )と関係を持ちながらその組織の威力を背景として

暴力的不法行為等を行う者 (以下「暴力団関係者」という。 )がいないこと。  

（２）暴力団員又は暴力団関係者 (以下「暴力団員等」という。 )がその法人等の経営

又は運営に実質的に関与していると認められる者でないこと。  

（３）法人等の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員

等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしていると

認められる者でないこと。  

（４）法人等の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経

営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められる者

でないこと。  

（５）法人等の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有していると認められる者でないこと。  

（６）法人等の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であること

を知りながら、これを利用するなどしていると認められる者でないこと。  



（７）豊田市税の滞納がないこと。  

（補助対象経費）  

第５条  補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、愛知県

厚生農業協同組合連合会  豊田厚生病院の運営に要する経費のうち、別表に掲げる

経費とする｡ 

（補助金額等）  

第６条  補助金の額は、補助対象経費の合計額とする。  

２  前項の規定にかかわらず、補助金の額は別表に掲げる額を限度とする。  

３  補助金の額の算定に当たっては、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。  

４  補助金の額に当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法

（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）が含まれている場

合は、当該消費税等仕入控除税額を返還しなければならない。  

（交付申請の期日）   

第７条  規則第４条に定める交付申請は、毎年度７月３１日までに行わなければなら

ない。  

（交付要件の確認）  

第８条  市長は、規則第５条第１項に定める交付の決定に当たって、本補助金の交付

事務に必要な内容に関し、補助事業者の同意を得た上で、市税の収納状況を確認す

ることができる。  

（計画変更）  

第９条  補助事業者は、補助金の交付決定通知を受けた後において補助事業等の計画

変更（廃止及び中止を含む。）をする場合は、直ちに規則第８条に定める補助事業等

計画変更承認申請書を市長に提出し、承認を受けなければならない。  

（実績報告）  

第１０条  補助事業者は、補助事業期間（４月１日から翌年３月３１日までの期間を

いう。以下同じ。）が満了したときは、当該補助事業期間の翌年度の４月１０日まで

に、規則第１０条に定める実績報告書を市長に提出しなければならない。  

２  前項の場合において、規則第１０条の収支決算書に代えて、補助事業期間の３月

３１日現在の損益計算書及び受診実績報告書を添付するものとする。  

（補助金の交付）  

第１１条  補助金は、補助事業期間の満了後に交付するものとする｡ 

２  市長において特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、補助事

業期間の満了の前に補助金の全部又は一部を概算払することができる｡  

３  補助事業期間の満了時において、補助対象経費の実績額が補助金の交付決定額に



満たなかったときは、当該実績額を補助金額とする。  

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）  

第１２条  補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別に定める消費

税等仕入控除税額報告書により速やかに市長に報告しなければならない。  

２  市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部

又は一部の返還を命ずるものとする。  

（調査等）  

第１３条  市長は、必要に応じて、補助事業者に補助事業の進捗状況、効果等及び補

助事業により取得した財産について説明又は文書の提出を求めることができ、補助

事業者は、正当な理由なく、これを拒んではならない。  

（関係書類の保存）  

第１４条  補助事業者は、帳簿等の補助対象事業に係る全ての関係書類を、補助対象

事業が完了した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。  

（委任）  

第１５条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める｡ 

 

 

附  則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

   附  則  

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 



別表（第５条及び第６条関係）  

 

補 助 対 象 経 費 及 び 限 度 額 

区  分  補  助  対  象  経  費  限  度  額  

人  件  費  １  小児救急医療に従事する医師の救急に関

する手当（宿日直手当、時間外手当、呼出

手当等をいう。）から他の補助制度により交

付される補助金を控除した額  

２  形成外科及び歯科口腔外科に従事する医

師の給料及び手当  

３  外国語通訳等の患者サービスの向上のた

めの業務に従事する者の給料及び手当  

７５，０００千円  

研究研修費  １  研究に必要な次に掲げる経費  

（１）フィルム、試薬、スライド等の研究材

料費  

（２）研究用の図書、雑誌等の購入・購読料  

（３）その他製本費、解剖検査香料費等  

２  研修に必要な次に掲げる経費  

（１）外部研修としての学会、医学会、研修

会等への参加に係る経費  

（２）内部研修に伴う講師料、講師旅費、講

師謝礼等  

（３）自己研修に係る出張費  

人  件  費  女性専門外来に従事する医師の給料及び

手当。この場合において、当該医師が女性

専門外来以外の科目にも従事するときは、

勤務時間数の按分等により算出した女性専

門外来の勤務に係る給料及び手当に限るも

のとする。  

１０，０００千円  

 

 

 

 

 


